
 

 

２０２２年９月２８日 

 

川口市および株式会社デベロップとの 
「災害時における移動宿泊施設等の提供に関する協定」締結について 

～安心・安全なまちづくりに向けたレスキューホテル活用～ 

 

武蔵野銀行（頭取  長堀  和正）は、２０２２年１０月５日（水）、川口市              

（市長 奥ノ木 信夫 ）および株式会社デベロップ（本社：千葉県市川市、代表取締役    

岡村 健史）と、３者による「災害時における移動式宿泊施設等の提供に関する協定」を

締結いたしますので、お知らせします。 

 

当行では、自治体が抱える様々な課題に対して、解決に繋がる技術やノウハウを   

有する民間事業者との連携強化および自治体への提案に積極的に取組んでおります。 

  

川口市では、「第５次総合計画 後期基本計画」(期間：２０２１年度～２０２５年度)

において、「誰もが“安全で快適に暮らせるまち”」を目指す姿に掲げ、防災対策の充実

に取組んでおり、その一環として、災害時における救助・医療・生活物資などの応援・   

受援の体制づくりに向け、行政はもとより、民間団体・事業者との連携強化を     

進めております。 

 

このようななか、当行では同市に対し株式会社デベロップが提供するレスキュー  

ホテルの活用を提案し、今般の３者による「災害時における移動式宿泊施設等の提供に

関する協定」締結に至ったものです。 

本協定に基づき、株式会社デベロップは川口市からの要請に基づき、平時はホテルと

しているコンテナ客室を出動させ、市およびその周辺に設置します。 

当行は、市民の皆さまへの積極的な情報発信に取組んでいくとともに、レスキュー  

ホテルの設置候補地注を、行内外のネットワークを通じ紹介してまいります。 

  

 当行では、今後も自治体や事業者の皆さまと連携し、持続可能な地域づくりに    

貢献してまいります。 

 
注 レスキューホテルは基本的には公有地に設置する予定ですが、公有地が使用不能の際などにおいて、

民間の設置候補地を紹介します。 
 

≪協定締結式について≫ 
日 時 ２０２２年１０月５日（水） １０：００～ 

場 所 川口市役所 市長公室（川口市青木２－１－１） 

出席者 

（敬称略） 

川 口 市      市 長    奥ノ木 信夫 

株式会社デベロップ  代表取締役  岡村 健史 

当   行      頭 取    長堀 和正 

 

以 上 

 

 

 

報道機関からのお問い合わせ先 
地域サポート部 地域価値創造室 郷 大助、佐野 和弘 

ＴＥＬ（048）641‐6111（代） 



≪別紙≫ レスキューホテルについて 

・レスキューホテルは、平時にはホテルとして運営するコンテナ客室を災害など   

有事の際に被災地などに速やかに移設し、仮設宿泊所等として活用する仕組みです。 

・レスキューホテルを運営している株式会社デベロップは、国内に多数の           

拠点（４３拠点、１，４４３室）を有しており、全国の１０３自治体と災害に関す

る協定を締結し、自治体からの要請に応じて２４時間以内に出動できる態勢構築を  

目指しています。 

・当行では、防災対策強化を目指す埼玉県内自治体に対し、レスキューホテルの活用

を提案しております。当行と株式会社デベロップ、埼玉県内自治体との３者による

協定締結は、戸田市（２０２２年３月）、草加市（２０２２年８月）、吉見町     

（２０２２年９月）に続き４例目となります。 

 
運 営：株式会社デベロップ 
本 社：千葉県市川市市川１－４－１０ 市川ビル８Ｆ 
代表者：代表取締役 岡村 健史 
設 立：２００７年２月 
資本金：３,０００万円 
ＵＲＬ：https://develop-group.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平時】 

ホテルとして運営 

【災害など有事の際】 

仮宿泊所等として活用 


